
（平成２３年２月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 16 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡国民年金 事案 2278 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年７月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生   

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年８月から同年 11月まで 

             ② 昭和 51年７月 

結婚のため会社を退職したので、Ａ市Ｂ区役所において国民年金の加入

手続を行って、年金手帳を受け取り、独身の頃に国民年金保険料の未納期

間があったので、納付書を郵送してもらい、金融機関において納付した。 

将来受給しなければならない大切な年金の支払いを忘れるわけがないの

で、申立期間①及び②が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国民

年金手帳記号番号は、昭和 52 年 12 月に払い出されており、48 年８月まで

遡って国民年金被保険者資格を取得したことが確認でき、当該払出時点では、

過年度納付が可能な期間である。 

また、申立人は、「Ａ市Ｂ区役所において国民年金の加入手続を行った際

に、結婚した昭和 52年 12月以前の期間の保険料の納付を求められたので、送

付を受けた納付書により、全ての期間の国民年金保険料を納付した。」と供述

しているところ、オンライン記録により、申立人は、強制加入期間のうち昭和

52 年７月から同年 11 月までの期間の国民年金保険料を現年度納付により納付

している上、Ａ市では、当時、申立人の希望により、現年度納付の納期限を経

過した国民年金保険料についても、時効が経過していない国民年金保険料につ

いて、社会保険事務所（当時）との連絡の下、納付書発行の便宜を図っていた

ことが確認できることを考慮すると、申立人が国民年金の加入手続を行った時

点において納付することが可能であった当該期間の保険料について、納付しな



  

かったとは考え難い。 

さらに、当該払出以降、申立人が任意加入期間の国民年金保険料を全て納

付していることが確認でき、申立人の保険料納付意識の高さがうかがえる上、

申立期間②は１か月と短期間である。 

一方、申立期間①について、申立期間①は、当該手帳記号番号が払い出さ

れた昭和 52年 12月時点において、時効により国民年金保険料を納付できない

期間であることから、Ａ市Ｂ区役所から申立人に郵送されたとする納付書には

申立期間①の国民年金保険料の納付書は含まれていなかったと考えることが自

然である。 

また、申立人が申立期間①に係る国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①に係る保険料

を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 51年７月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3238 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 58 年 10 月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11 万 8,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 37年生   

住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年 10月 16日から 59年１月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録について照会したところ、申

立期間の被保険者記録が無い旨の回答を得た。 

昭和 58 年６月 14 日に、Ｂ市に所在していたＡ社（以下「Ａ社（Ｂ

市）」という。）に正社員として入社し、同社Ｃ営業所に継続して勤務し

た。申立期間に係る給与はＤ市に同社の本社として所在していたＥ社（現

在は、Ａ社）から支給され、継続して給与から厚生年金保険料を控除され

ていたはずであるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ａ社（Ｂ市）の人事部門を承継しているＦ社が

作成した申立人に係る在籍証明書、及び申立人が記憶する複数の同僚の供述か

ら判断すると、申立人が申立期間においてＡ社（Ｂ市）Ｃ営業所に継続して勤

務していたことが認められる。 

また、Ｆ社は、「当社が保管する労働者名簿によれば、申立人は、Ａ社

（Ｂ市）の正社員であったことが確認できる。Ａ社（Ｂ市）は、Ｄ市に所在し

ていたＥ社とは別法人であったが、当時は、Ａ社（Ｂ市）の本社であったＥ社

で一括して給与計算事務を行っていた。Ａ社（Ｂ市）の正社員として勤務して

いたのであれば、厚生年金保険料を給与から控除していたものと推定でき



  

る。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社（Ｂ市）におけ

る昭和 59 年１月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、11 万

8,000円とすることが妥当である。 

一方、適用事業所名簿によれば、Ａ社（Ｂ市）が厚生年金保険の適用事業

所に該当することとなったのは、昭和 59 年１月１日であることが確認できる

ところ、法人登記簿によれば、同社は、58 年 10 月１日に法人として設立して

いることが確認できる上、申立人が記憶する複数の同僚の供述、同社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録、及び当該同僚の雇用保険の被保険者

記録により、申立期間当時、５人以上の従業員が常時勤務していたことが推認

されることなどから判断すると、同社は当時の厚生年金保険法に定める適用事

業所としての要件を満たしていたものと認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ｆ社は、当時の資料が保管されておらず不明としているが、Ａ社（Ｂ

市）は、申立期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所（当時）

に適用の届出を行っていなかったと認められることから、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 58 年 10 月から同年 12 月までの期間に係る厚生年金保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3239 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、

申立期間①に係る資格喪失日（平成４年７月 31 日）及び資格取得日（平成

５年４月 1 日）を取り消し、申立期間①の標準報酬月額を 24 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間②については、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準

報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、

申立期間②の標準報酬月額の記録を 26万円に訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 39年生   

住    所 ：    

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年７月 31日から５年４月１日まで 

  ② 平成５年４月１日から６年４月 28日まで 

年金事務所からの連絡により、Ａ社に勤務していた期間のうち申立期間①

について、厚生年金保険の被保険者記録が無いことが分かった。平成２年

７月１日に同社に入社し、６年４月 28 日までの期間において継続して勤務

し、一度も休職することは無かったので、申立期間①を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

また、Ａ社に勤務していた期間のうち申立期間②に係る標準報酬月額が、

実際に支給されていた給与支給額より低い金額で記録されていることが分

かったので、申立期間②に係る標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、雇用保険の被保険者記録及び同僚二人の供述によ

り、申立人が申立期間①においてＡ社で勤務していたことが認められる。 

  また、同僚一人から提出された給与明細書によれば、申立期間①の厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できることか



  

ら判断すると、申立人についても、申立期間①に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認められる。 

さらに、申立期間①の標準報酬月額については、申立人の平成４年６月

及び５年３月 18 日付けで取り消された４年 10 月の定時決定に係るオンラ

イン記録から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、オンライン記録におけるＡ社の資格喪失日（平成４年７月 31 日）

が厚生年金基金の記録における資格喪失日と同日になっており、厚生年金

基金及び社会保険事務所の双方が誤って同じ資格喪失日と記録することは

考え難いことから、事業主が平成４年７月 31 日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年７月から５年３月までの

期間の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務

所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申

立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間②については、オンライン記録によると、申立人の申立期間②の

標準報酬月額は、当初、申立人が主張する 26 万円と記録されていたところ、

Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成６年４月 28

日）の後の平成６年６月８日付けで、５年４月１日に遡って 16 万円に減額

訂正されていることが確認できる。 

  また、Ａ社に係るオンライン記録により、厚生年金保険の被保険者記録が

確認できる被保険者 32 人のうち 24 人についても、申立人と同じ平成６年

６月８日付けで標準報酬月額が遡って減額訂正されていることが確認でき

る。 

  これら事実を総合的に判断すると、申立人について、平成６年６月８日付

けで行われた遡及訂正処理は事実に則したものとは考え難く、５年４月１

日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由は見当たらず、申

立人の申立期間②に係る標準報酬月額について有効な記録訂正があったと

は認められないことから、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額は、事

業主が社会保険事務所に当初届け出た 26 万円に訂正することが必要と認め

られる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3240 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、昭和 44年 11月か

ら 45年１月までは 10万円、同年２月は９万 2,000円、同年３月から同年９月

までは 10万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和６年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 11月１日から 45年 10月１日まで 

Ａ社Ｂ支店に勤務していた期間に保管していた給与明細書と源泉徴収票

については、多量となるため、退職後に１年ごとにまとめた給与一覧表を

作成した上で処分したものの、申立期間の標準報酬月額が、当該給与一覧

表で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額より低い金額

で記録されている。申立期間中は社会保険事務の担当ではなかったが、経

理業務に従事しており、給与から控除した厚生年金保険料は法定福利費と

併せて全額納付しているはずなので、申立期間の標準報酬月額を厚生年金

保険料の控除額に見合う記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が給与明細書を基に作成したとする給与一覧表については、当該一覧

表に記載された昭和 40 年４月の給与基本給額が、申立人が保管するＡ社Ｂ支

店に係る同年４月１日付けの通知書（辞令）に記載された給与基本給額と一

致していること、及び当該給与一覧表に記載された厚生年金保険料控除額が

変更されている時期は、厚生年金保険の標準報酬月額等級における上限変更

及び厚生年金保険料率の変更時期と一致していることがそれぞれ確認できる

ことなどから判断すると、当時の給与明細書を基に作成したものと推認でき

る。 

一方、申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、



  

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額

のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬

月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間の標準報酬月額については、前述の給与一覧表におい

て確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額から判断すると、昭和 44 年

11 月から 45 年１月までは 10 万円、同年２月は９万 2,000 円、同年３月から

同年９月までは 10万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は、不明としており、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が、前述の給与一覧表で確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額に見

合う報酬月額どおりに算定基礎の届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

  

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3241 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を、平成 18 年７月 31 日及び同年 12 月 11 日は

26万 8,000円、19年 12月 21日は 27万 1,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生   

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年７月 31日 

  ② 平成 18年 12月 11日 

③ 平成 19年 12月 21日 

申立期間において、Ａ事業所に勤務し、賞与から厚生年金保険料が控除

されているが、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れている。申立期間について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記

録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の事業主の相続人及び申立人から提出された平成 18 年７月 31 日、

同年 12 月 11 日及び 19 年 12 月 21 日に係る給与支払明細書（賞与）により、

申立人は、18 年７月 31 日及び同年 12 月 11 日は 26 万 8,000 円、19 年 12 月

21 日は 27 万 1,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、申立事業所が提出した健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の写

しから、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年８月



  

23 日に申立てに係る賞与支払届が提出されていることが確認できるところ、

事業主の相続人は、申立期間当時、申立てに係る賞与支払届を提出していな

かったこと、及び申立期間に係る保険料を納付していなかったことを認めて

いることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3242 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」とい

う。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 18 年７月

31 日及び同年 12 月 11 日は 28 万 8,000 円、19 年 12 月 21 日は 28 万 1,000 円

とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年７月 31日 

  ② 平成 18年 12月 11日 

③ 平成 19年 12月 21日 

申立期間において、Ａ事業所に勤務し、賞与から厚生年金保険料が控除

されているが、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れている。申立期間について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記

録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の事業主の相続人である申立人が提出した平成 18 年７月 31 日、

同年 12 月 11 日及び 19 年 12 月 21 日に係る給与支払明細書（賞与）により、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給総額のそれぞれ



  

に見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、申立人が提

出した上記給与支払明細書（賞与）において確認できる賞与支給総額及び厚生

年金保険料の控除額から判断すると、平成 18年７月 31日及び同年 12月 11日

は 28 万 8,000 円、19 年 12 月 21 日は 28 万 1,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立事業所が提出した健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の写しか

ら、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22年８月 23日

に申立てに係る賞与支払届が提出されていることが確認できるところ、事業主

の相続人は、申立期間当時、申立てに係る賞与支払届を提出していなかったこ

と、及び申立期間に係る保険料を納付していなかったことを認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

 

 



  

福岡国民年金 事案 2279 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年８月から 48 年３月までの期間及び平成 14 年４月から 15

年７月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生   

    住    所 ：    

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年８月から 48年３月まで 

             ② 平成 14年４月から 15年７月まで 

申立期間①当時は、私は学生であり、申立期間②当時は、夫が既に亡く

なっており、無職だった。そのため、いずれの申立期間についても収入が

無く、国民年金保険料を納付していないが、当然免除されていると思って

いた。 

申立期間を免除期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号が、当該手帳記号

番号の前後の任意加入被保険者の資格取得日の記録から、昭和 48 年６月か

ら同年７月頃に払い出されたと考えられるところ、制度上、遡って国民年金

保険料の免除申請を行うことはできなかったと考えられ、それ以前に別の国

民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間②については、申立人は、「申立期間②の前年の平成 13年 12月

に自営業をやめてから収入が無く、申立期間②直後の 15 年８月から現在に

至るまで国民年金保険料は免除期間とされているので、申立期間②の国民年

金保険料についても当然免除とされていると思う。」と供述しているが、当

該期間に係る国民年金保険料の免除申請手続は２回行う必要があったところ、

行政側がいずれの手続についてもこれを誤って記録しなかったとは考え難く、

オンライン記録においても、申立人が申立期間②の国民年金保険料の免除申

請手続を行った形跡は確認できない。 



  

 また、自営業であった場合、申立期間②の免除の認定基準として、前年の

世帯所得等が必要であるものの、当該世帯所得等についての記憶も定かでな

い。 

さらに、住民票において、申立期間②当時、同居していたとみられる申立

人の長女についても、申立期間②の一部と重複する平成 15 年４月から同年

７月までは国民年金保険料が未納とされており、申立期間②当時に申請免除

とされている期間は確認できない。 

 

３ 申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料

（申請免除承認通知書、日記等）が無く、申立人が申立期間の国民年金保険

料を免除されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 2280 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年４月から５年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 45年生   

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月から５年３月まで 

申立期間当時は、アルバイトで生計を立てていた。平成５年７月からＡ市

役所の嘱託職員として勤務し、当時、同市役所の担当者から、「国民年金保

険料の未納分については、今なら一括して納付することができ、納付すれば

年金が満額支給となる。」と聞き、一括納付した。領収書等は残っていない

が、Ａ市役所で直接納めたにもかかわらず、国民年金保険料が未納となって

いることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号の前後の被保険者の記号

番号から、平成７年５月頃にＡ市役所において払い出されたものと推認され、

当該払出時点において、申立期間は時効により国民年金保険料を納めることの

できない期間であり、それ以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、Ａ市役所の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録において、申

立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付した形跡は見当たらない。 

さらに、申立人は、国民年金保険料の未納分を一括してＡ市役所に納付し

たと主張しているところ、申立人が平成５年７月１日から嘱託職員として勤め

ていた同市役所は、当初、７年４月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当し

ており、その後、同年７月に、適用年月日を５年７月１日に遡って訂正処理し

た結果、申立人についても同日に厚生年金保険被保険者資格を取得したことと

なったことから、同市役所は、同年７月から７年３月までの期間の被保険者負

担分の厚生年金保険料を徴収しており、申立人の記憶は、この際の記憶である

可能性も否定できない。 



  

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 2281 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年１月から同年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 23年生   

住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年１月から同年５月まで 

昭和 50 年 12 月 31 日にＡ社を退職し、51 年５月９日に同社に再就職する

までの申立期間について、Ｂ事業所に勤務していた。Ｂ事業所は、健康保険

及び厚生年金保険の適用事業所ではなかったため、Ｃ市Ｄ区役所において、

国民健康保険とともに国民年金の加入手続を行い、同区役所で納付書により

国民年金保険料を納付した記憶があるので、申立期間が未納とされているこ

とに納得がいかない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ市Ｄ区及び同市Ｅ区の国民年金被保険者名簿により、申立人がＡ社におい

て、厚生年金保険被保険者の資格を取得した昭和 50 年５月１日に国民年金の

強制加入被保険者資格を喪失したことは確認できるものの、その後、同年 12

月に同社を退職した際、申立期間に係る国民年金の再加入手続を行って、被保

険者資格を再取得したことは確認できない上、申立人が所持する国民年金手帳

においても、申立期間について国民年金の被保険者資格を取得した形跡は確認

できないことから、申立期間は、国民年金の未加入期間とされていたものと考

えられる。 

また、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情は見当たらず、国民年金の未加入期間とされていた申立期間につい

て、Ｃ市Ｄ区役所が国民年金保険料の納付書を発行し、保険料を収納すること

は考え難く、申立人は、申立期間の保険料を納付することができなかったもの

と考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

福岡国民年金 事案 2282 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生  

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から同年９月まで 

    私は、大学を卒業直後の昭和 59 年４月に就職したが、同年９月までの６

か月間は試用期間であり、その期間は厚生年金保険に加入することができ

なかったので、市役所に出向き国民年金の加入手続を行って国民年金保険

料を納付した。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できないので、

申立期間の納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している年金手帳、Ａ町（現在は、Ｂ市）の国民年金被保険

者名簿及びオンライン上の申立人の前後の被保険者の記録から判断して、申立

人の国民年金手帳記号番号は、平成５年５月 1日に払い出されたことが推認で

きることから、当該払出時点において、申立期間は、時効により国民年金保険

料を納付できない期間であり、それ以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人の申立期間に係る保険料

の納付場所、納付方法、納付金額等の納付状況についての記憶が定かでなく、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 2283 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 38 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和３年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年４月まで 

私は、昭和 36 年当時住んでいた、Ａ公社のアパートの集会所で説明会が

あり、Ｂ市（現在は、Ｃ市Ｄ区）職員とＡ公社職員に勧められて国民年金

に加入した、また、納付方法については、毎月、同市職員が自宅に集金に

来るので、その都度保険料を納めるようにとの指示があった。 

国民年金に加入した後は、月に１回同市職員が自宅まで集金に訪れ、そ

の都度、保険料を納付し、年金手帳に納付金額の記載と受領印を押しても

らったので、保険料は納付が完了したものと信じていた。 

私は、確実に毎月国民年金保険料を納付しているので、申立期間が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年に国民年金に加入し、Ｂ市の集金人に支払う方法によ

り申立期間の国民年金保険料を納付したと主張しているところ、国民年金手帳

記号番号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は、同年４月７日に払

い出されていることが確認できるとともに、申立人が所持する国民年金手帳に

は、当該手帳が同年４月１日に発行され、申立人が同年２月 28 日に国民年金

に任意加入をしたことが記載されているが、当該払出簿における申立人に係る

記号番号備考欄には、「45.４．１ 45 消除」との記載が確認できることから、

45 年４月１日時点において、申立人に係る国民年金保険料の納付記録が無く、

当該記号番号が取り消されたものと考えられる。 

また、申立人は、自らが所持する国民年金手帳の昭和 36 年度の検認台紙に

納付したとする金額の記載があることを保険料納付の証拠として挙げているが、

申立期間当時、申立人の主張する納付の方法による取扱いをＢ市で行っていた



  

事実は無い上、申立期間当時、同市では、市職員の集金による国民年金保険料

の収納を行っておらず、当該国民年金手帳には、申立期間について保険料を収

納した場合に押印されるべき検認印や検認台紙の切り取られた形跡は認められ

ない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3243 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女   

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和５年生  

住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25年３月１日から 31年 10月１日まで 

申立期間について、脱退手当金が支給されていることになっているが、

昭和 31 年 10 月中旬に結婚して転居しており、支給日とされている 32 年２

月に、脱退手当金を受け取ることはできなかったと思うし、脱退手当金を

受給した記憶も全く無い。 

申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人の厚生年金保

険被保険者資格喪失日の前後２年間に当該事業所において同資格を喪失し、脱

退手当金を受給している者９人中、申立人を含む６人が被保険者資格喪失日か

ら６か月以内に支給されている上、連絡の取れた同僚は、事業所が代理請求を

行っていた旨の供述をしており、申立期間当時、当該事業所においては、事業

主による代理請求が行われていた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金

の算定のために必要となる標準報酬月額、脱退手当金の支給額、支給決定日な

どが具体的に記載されているとともに、申立期間に係る申立人の厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 32 年２月８日に、脱退手当金の支

給決定が行われているなど、当該脱退手当金支給に係る一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

さらに、申立期間以前に勤務した事業所における被保険者期間の脱退手当金

は未請求となっているが、当該期間に係る被保険者記号番号は、申立事業所に

係る記号番号とは別の記号番号で管理されており、当時の脱退手当金請求書の

様式は公的年金加入歴の記載項目が無いことから、請求書を提出する際に、厚



  

生年金保険被保険者台帳記号番号に係る厚生年金保険被保険者証の添付が無く、

また、申立人が当該被保険者期間の申告をしなければ、社会保険事務所（当

時）では請求者の全ての被保険者期間を知ることができなかったことから、事

業主は、当該被保険者期間に係る脱退手当金の請求は行わなかったと考えるの

が自然である。 

このほか、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度創設

前であり、結婚を理由としてＡ社を退職した後、厚生年金保険の被保険者期間

は無い上、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに、脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3244 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 32年生   

住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年６月 21日から同年 12月 21日まで          

Ａ社（現在は、Ｂ社）に昭和 54 年６月 21 日から勤務していたが、年金

事務所の記録では、同年 12 月 21 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得

したことになっている。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に係る雇用保険被保険者資格の取得日は昭和 54 年 12 月 21 日

となっており、当該被保険者資格取得日は、申立事業所に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿における申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日

と一致している上、同被保険者名簿では、申立人の申立期間に係る被保険者

記録は確認できない。 

   また、Ｂ社は、「申立期間当時、Ａ社の従業員であった者に確認したところ、

入社時からしばらくは厚生年金保険の加入手続をしていなかったとのことで

ある。」と回答している上、前述の被保険者名簿により申立期間当時に厚生

年金保険の被保険者記録が確認でき、連絡が取れた同僚のうちの３人が、

「当時、Ａ社では、採用後しばらくは厚生年金保険に加入できなかった。」

と回答しているところ、前述の被保険者名簿において、当該同僚について、

厚生年金保険被保険者資格の取得時期が、それぞれが供述する勤務開始時期

と一致していないことから判断すると、当時、申立事業所では、従業員につ

いて必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情

がうかがえる。 

   さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立



  

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3245 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和６年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年９月 23日から 30年６月 28日まで 

    「ねんきん特別便」を確認したところ、私がＡ社に勤務していた申立期間

が脱退手当金の支給済期間となっていることが分かった。 

    私は、脱退手当金制度自体を知らず、脱退手当金の請求手続を行ったこと

も、支給を受けた記憶も無いので、申立期間に係る脱退手当金の支給記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び書換え後の同名簿にお

いて、脱退手当金の支給要件を満たしている同社の女性被保険者 65 人の支給

記録を確認したところ、申立人の被保険者資格喪失日前後６年以内に被保険者

資格を喪失している申立人を含む 43人に支給記録が確認でき、そのうち 39人

は資格喪失後３か月以内に脱退手当金の支給決定がなされていること、及び連

絡先が把握できた一人の同僚は、「当時、会社が代わって脱退手当金の請求手

続を行っており、社会保険事務所（当時）で脱退手当金の支給を受けた。」と

供述していることから判断すると、事業主が申立人の申立期間の脱退手当金に

ついて代理請求をしたものと推認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、申立人に対し

て脱退手当金を支給したことを示す脱退手当金の支給月（57 か月）、支給金

額（7,400 円）及び支給決定日（昭和 30 年７月 31 日）が記録されている上、

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人の厚生年金保

険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 30年７月 31日に支給決定されて

いることなどから判断すると、当該脱退手当金支給に係る一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 



  

   さらに、申立期間以前に勤務した事業所における厚生年金保険被保険者期間

の脱退手当金は未請求となっているが、当該期間に係る被保険者記号番号は、

申立事業所に係る記号番号とは別の記号番号で管理されており、当時の脱退手

当金請求書の様式は公的年金加入歴の記載項目が無いことから、同請求書を提

出する際に、厚生年金保険被保険者台帳記号番号に係る厚生年金保険被保険者

証の添付が無く、また、申立人が当該被保険者期間の申告をしなければ、社会

保険事務所では請求者の全ての被保険者期間を知ることができなかったことか

ら、事業主は、当該被保険者期間に係る脱退手当金の請求を行わなかったと考

えるのが自然である。 

   加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3246 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 22年生   

住    所 ：    

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年９月１日から同年 11月１日まで 

 年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録について照会したところ、申

立期間の被保険者記録が無い旨の回答を得た。 

当時の日記帳により、昭和 43 年９月からＡ社に勤務したことが確認でき、

また、当時の金銭出納帳を確認したところ、年金事務所の記録で厚生年金

保険被保険者資格の取得日前とされている同年９月分の給与の現金支給額

と厚生年金保険被保険者資格の取得日後の同年 11 月分の現金支給額が同額

であり、被保険者資格の取得日前とされている同年９月分の給与からも厚

生年金保険料が控除されていたのではないかと考えられるので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する当時の日記帳の記載内容により、申立人が昭和 43 年９月

２日（昭和 43 年９月１日は、日曜日であり出社日ではない。）にＡ社に入社

し、同年９月 30 日に給与を支給されたことがうかがえることなどから判断す

ると、申立人が申立期間において同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社が保管する申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険

者資格取得届により、申立事業所が申立人に係る厚生年金保険被保険者資格を

昭和 43 年 11 月１日に取得した旨の届出を行い、同年 11 月８日付けで社会保

険事務所（当時）が同届出を受理していることが確認でき、この記録はオンラ

イン記録と一致している。 

また、Ａ社の経理担当役員は、「現行の就労規則には３か月間の試用期間

が設定されており、申立期間当時にも試用期間が設定されていた可能性が高

い。」と供述している上、申立人が記憶する同僚３人は、「Ａ社において、申



  

立期間当時、実習期間又は試用期間が設定されており、入社後すぐには正社員

とはならない取扱いであった。」と供述し、このうちの一人は、「申立期間当

時、女子従業員の出入りが激しく、入社後間もなく退職する女子従業員が多

かったので、社長と専務が話し合って試用期間が設定されたことを記憶してい

る。」と供述しているほか、他の一人は、「私は、昭和 41 年３月に専門学校

を卒業後、同年４月からＡ社に勤務したが、同年７月から厚生年金保険被保険

者の資格を取得しており、３か月間は実習期間であったと思う。」と供述して

いるところ、同人の厚生年金保険被保険者資格の取得日は、Ａ社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿により、昭和 41 年７月４日であることが確認で

きることなどから判断すると、当時、申立事業所では、従業員について必ずし

も入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

さらに、申立人は、厚生年金保険被保険者資格の取得日前の昭和 43 年９月

分の給与の現金支給額と同資格の取得日後の同年 11 月分の現金支給額が同額

であるので、同年９月分の給与からも厚生年金保険料が控除されていたのでは

ないかと主張しているが、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、事業

主も当時の賃金台帳等の関連資料を保管していないことから、申立人の申立期

間に係る給与から厚生年金保険料が控除されていたことが確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 22年生   

住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年３月１日から 45年１月１日まで 

「ねんきん定期便」を確認したところ、申立期間の厚生年金保険の被保

険者記録が無いことが分かった。 

申立期間については、私の知人の紹介でＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、

厚生年金保険料を給与から控除されていた記憶があるので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社は、「申立期間当時の人事及び社会保険の関連資料を保管していな

い。」と回答している上、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

り厚生年金保険の被保険者記録が確認できる当時の事業主は死亡、また、同僚

の多くは所在不明又は死亡しており、唯一連絡先の判明した同僚一人も申立人

を記憶しておらず、申立人の申立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入

状況及び厚生年金保険料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得る

ことができない。 

   また、前述の被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確

認できず、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落し

たものとは考え難い。 

   さらに、申立人の申立期間における雇用保険の被保険者記録は確認できない

上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3248 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 27年生   

住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年５月１日から同年６月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録について照会したところ、申

立期間の被保険者記録が無い旨の回答を得た。 

申立期間は、Ａ社に勤務していた期間であり、同社から給与の振込みが

あったことが記録されている預金通帳を提出するので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した申立人に係る金融機関の預金通帳に平成３年６月 10 日付

けでＡ社から給与が振り込まれていることが確認できることから判断すると、

期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、適用事業所名簿によれば、Ａ社は平成９年 12 月 21 日に厚

生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、当時の事業主は、「申立

期間当時の賃金台帳等の資料は保存していない。」と回答しており、当該事業

主及びＡ社に係るオンライン記録により申立期間当時に厚生年金保険の被保険

者記録が確認できる複数の同僚は、いずれも申立人を記憶していないことから、

申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除

等について確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

また、当時の事業主は、「従業員については２か月間程度の試用期間を設

けていた。」と回答している上、Ａ社に係るオンライン記録では、申立人の厚

生年金保険の被保険者記録は確認できず、健康保険の整理番号に欠番が無いこ

とから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、申立人の申立期間における雇用保険の被保険者記録は確認できな

い上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ



  

れていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3249 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生   

    住    所 ：    

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年７月１日から 12年７月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、Ａ社及び

Ｂ社が運営するスポーツ施設に勤務していた申立期間の標準報酬月額が、

銀行口座の取引履歴明細表で確認できる給与支給額と比べて低い額になっ

ていることが分かった。申立期間の標準報酬月額に係る記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間における標準報酬月額は、平成

７年７月から同年９月までは26万円、同年10月から８年３月までは34万円、同

年４月から同年９月までは９万8,000円、同年10月から11年９月までは11万円、

同年10月から12年６月までは11万8,000円である一方、申立人が所持する銀行

口座の取引履歴明細表により、申立期間のうち、７年10月以降の期間において、

おおむね30万円から40万円の給与が入金されていることが確認できる。 

しかしながら、上記の取引履歴明細表では、申立期間において申立人の給

与から控除されていた厚生年金保険料額は確認できない。 

また、オンライン記録により、平成８年３月及び同年４月にＢ社に係る厚

生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚33人のうち29人について、申立

人と同様、同年４月１日に標準報酬月額が９万8,000円又は９万2,000円に変

更されていることが確認できるところ、当該標準報酬月額の変更処理を含め、

申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者記録について、遡及して

訂正された等の不自然さはうかがえない。 

さらに、上記の同僚29人のうち、複数の同僚に照会したところ、申立期間

における厚生年金保険料の控除額が確認できる供述及び関連資料を得ること

はできず、このうち一人の同僚は、「給与明細書の様式が途中から変わり、



  

それまで一つだった基本給の欄が二つに分かれ、そのどちらか片方からしか

厚生年金保険料が控除されておらず、控除されていた厚生年金保険料は従前

よりも低くなったと思う。」と供述している。 

加えて、Ｂ社の事業主に照会したところ、申立期間に係る関連資料は保管

されておらず、申立内容を確認できる供述及び関連資料は得られない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業

主による給与からの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和38年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成17年10月１日から18年11月１日まで 

             ② 平成18年11月１日から20年１月25日まで 

申立期間①については、Ａ社に在職中から厚生年金保険の被保険者でな

いことに気付いていたので、社長に対し厚生年金保険に加入させてほしい

旨依頼しており、すぐに加入させてもらうことはできなかったものの、申

立期間①は厚生年金保険に加入していたはずなので、申立期間①を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

申立期間②については、Ａ社に在職中に標準報酬月額の記録が実際の給

与支給額に見合う標準報酬月額より低い金額で記録されていることに気付

いたので、社長に対し年金記録を訂正してほしい旨依頼したが、聞き入れ

てもらえなかった。給与明細書を提出するので、申立期間②の標準報酬月

額を実際に受け取った給与支給額に見合う額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ａ社が保管する労働者名簿及び雇用保険被保険者資

格取得等確認通知書から判断すると、申立人が申立期間①のうち、平成18

年２月１日から同年11月１日までの期間に同社に勤務していたことは推認

できる。 

    しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届によ

り、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日は、平成18年11月１日で

あることが確認でき、当該被保険者資格の取得日はオンライン記録におけ



  

る被保険者資格の取得日と一致している。 

また、申立人が保管する申立期間①のうちの平成18年３月分、同年９月

分及び同年10月分と推認される給与明細書並びにＡ社が保管する申立期間

①に係る賃金台帳からは、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の

控除は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、こ

れに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標

準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

しかしながら、申立人が保管するＡ社における平成18年11月から20年１

月までの期間に係る給与明細書及びＡ社が保管する申立期間②に係る賃金

台帳から確認できる申立期間②の給与支給額に見合う標準報酬月額は、オ

ンライン記録の標準報酬月額より高額であることが確認できるものの、当

該給与明細書及び賃金台帳から確認できる申立期間②の厚生年金保険料の

控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致し

ていることが確認できることから、特例法による保険給付の対象には当た

らない。 

  また、Ａ社に係る前述の健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届及び平

成19年10月の健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届により、

事業主がオンライン記録どおりの標準報酬月額を社会保険事務所（当時）

に届け出たことが確認できる上、申立人の標準報酬月額が遡って引き下げ

られているなどの不自然な点は確認できない。 

  さらに、申立人が名前を挙げたＡ社の社会保険関係業務に携わっていたと

する社会保険労務士事務所は、「Ａ社に関する社会保険事務は、平成17年

から18年までの期間にかけて、労働保険の年度更新を一度行っただけであ

り、従業員の厚生年金保険に関する手続を委託されたことは無く、どのよ

うな手続が行われていたかは分からない。」と供述している。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事

業主による給与からの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見



  

当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3251 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生   

    住    所 ：          

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10月１日から８年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る標準報酬月額が前後の

期間の標準報酬月額に比べて低い記録となっている。会社を長期間において

休むことも無く、１か月に 25 日から 26 日の出勤日数、時給 850 円から 900

円で１日６時間勤務しており、極端な給与額の変更は無かったと記憶してい

るので、申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、平成７年２月

の厚生年金保険被保険者資格の取得時が 13 万 4,000 円であるにもかかわらず、

同年 10 月の定時決定で 11 万円に減額されているのはおかしいとして申し立

てているが、同年 10 月の定時決定では、同年５月から同年７月までの３か月

を算定対象月とし標準報酬月額を決定するところ、Ａ社が加入するＢ厚生年

金基金が保管する申立人に係る同年 10 月の厚生年金基金加入員給与月額算定

基礎届によれば、Ａ社は、申立人の出勤日数及び給与支給額を、同年５月は

22 日出勤の 11万 7,725 円、同年６月は 21 日出勤の 10万 4,302 円、同年７月

は 22 日出勤の 11 万 8,860 円として届出を行っていることが確認でき、これ

ら３か月の記録から同年 10 月の定時決定時の標準報酬月額は 11 万円となり、

上記基金が保管する申立人に係る厚生年金基金加入員台帳異動記録及びオン

ライン記録と一致している上、申立人の標準報酬月額が遡って引き下げられ

ているなどの不自然な点も確認できない。 

   また、平成８年９月の随時改定では、同年６月から同年８月までの３か月を

対象月とし標準報酬月額を決定するところ、上記基金が保管する申立人に係

る同年９月の厚生年金基金加入員給与月額変更届によれば、Ａ社は、申立人



  

の出勤日数及び給与支給額を、同年６月は 23 日出勤の 13 万 6,611 円、同年

７月は 22 日出勤の 12 万 4,923 円、同年８月は 25 日出勤の 13 万 7,839 円と

して届出を行っていることが確認でき、これら３か月の記録から同年９月の

随時改定時の標準報酬月額は 13 万 4,000 円となり、上記基金が保管する申立

人に係る厚生年金基金加入員台帳異動記録及びオンライン記録と一致してい

る上、申立人は、｢時給が途中で、５円か 10 円上がった記憶がある。｣と供述

している。 

   さらに、申立人が、申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる給

与明細書等の資料は無く、このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料の事業主による給与からの控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3252 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和３年生   

住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 27年１月頃から 30年１月頃まで 

           ② 昭和 33年２月頃から 36年２月頃まで 

申立期間①については、Ａ社に勤務し、柿色の年金手帳を受け取った記憶

があり、申立期間②については、Ａ社の事業主から依頼されてＢ社に勤務

し、健康保険被保険者証を交付してもらった記憶がある。 

申立期間については、それぞれの事業所に勤務し、学校の建設工事や補修

工事の業務に従事していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人はＣ地方の各県及びその離島の学校などの

工事現場の工事に従事していたことを具体的に供述していることから判断

すると、期間の特定はできないものの、申立人はこれらの工事現場の業務

に従事していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人が勤務していたと申し立てているＡ社が所在してい

たとする住所地において、当該事業所の法人登記簿は確認できず、適用事業

所名簿においても、申立事業所が申立期間①において厚生年金保険の適用事

業所に該当していたことを確認できない上、申立人が申立事業所において受

け取ったとする柿色の年金手帳は、昭和 49年 11月以降に使用されているこ

とが確認できることから、当該年金手帳の交付時期は申立期間①と符合しな

い。 

また、オンライン記録において、申立人が事業主であったとする者に係

る申立期間①における厚生年金保険の被保険者記録は確認できない上、同

人は既に死亡しており、申立人が記憶する同僚からも供述が得られないこ



  

とから、申立人の申立期間①における勤務実態、厚生年金保険の加入状況

及び厚生年金保険料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得る

ことができない。 

なお、適用事業所名簿において、申立人が主張するＡ社と名称が類似す

るＤ社が、厚生年金保険の適用事業所に該当していたことが確認できるも

のの、当該事業所の関連事業所の担当者は「当該事業所の名称では、昭和

20 年から 25 年まで存続していた。」と申立期間①より前の期間を供述して

おり、事業主及び所在地は申立人が主張する事業主の氏名及び所在地とは

異なる上、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人の名前は確認できず、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

 

２ 申立期間②については、申立人が勤務していたと申し立てているＢ社が所

在していたとする住所地において、当該事業所の法人登記簿は確認できな

い上、適用事業所名簿によれば、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当

していた記録は確認できない。 

しかしながら、申立人がＡ社の事業主であったとする者に係る厚生年金保

険の被保険者記録には、申立期間②において申立事業所と事業所名が類似し

たＥ社の厚生年金保険の被保険者記録が確認できる上、申立人にその旨を伝

えると、「申立期間②において勤務していた事業所の名称は、Ｅ社であった

かも知れない。その後、Ｆ社という名前に変わった。」と供述していること、

及びＥ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において厚生年金保険の

被保険者記録が確認できる複数の者は、Ｅ社が解散した後に有志で設立した

事業所がＦ社であると供述していることなどから判断すると、申立事業所は、

当初申立人が主張していたＢ社ではなく、Ｅ社であったことがうかがえる。 

また、前述の複数の者に照会したところ、うち二人の同僚が申立人を記

憶していることから判断すると、期間の特定はできないものの、申立人は、

Ｅ社が関係する工事現場の業務に従事していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人は、自身が職人であることを供述しているところ、

前述の二人の同僚は、申立人が下請職人としてＥ社及び同社の関連工場で

製造された製品の取付工事に従事していたことを供述している。 

また、前述の複数の者のうち一人は、「Ｅ社は、親会社であるＧ社が受

注した鉄製品の製造を行うために設立された会社であった。これらの製品

は、下請職人を使って現場で取り付けており、同工場には複数の下請職人

が出入りしていた。私の記憶によると、下請職人とはＥ社ではなく親会社

が契約しており厚生年金保険には加入させていなかったと思う。」と供述

しているところ、Ｇ社及びＥ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において、申立人に係る厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

さらに、申立人が申立事業所において一緒に勤務していた同僚として姓



  

のみを挙げた同僚二人についても、前述のＥ社に係る被保険者名簿におい

て、いずれも同姓の者の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

加えて、Ｇ社及びＥ社は、いずれも既に厚生年金保険の適用事業所に該

当しなくなっており、当時の関連資料も見当たらず、当時の両社の事業主

からも所在が不明及び死亡のために供述が得られないことから、申立人の

申立期間②における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険

料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

 

３ 申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人の

申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3253 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和５年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年から 35年まで 

             ② 昭和 42年４月から 49年５月まで              

    申立期間①については、Ａ社で運転手として勤務していた期間であるが、

同社に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

申立期間②については、一旦退職していたＢ社に運転士として、再度昭和

42 年４月に入社し勤務していた期間であるが、同社に係る厚生年金保険の

被保険者記録が確認できない。 

申立期間において、両事業所に勤務していたことは間違いないので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

より厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚は、「申立人は、

Ａ社で運転手として勤務していた。勤務期間は申立期間①の頃であったと

思う。」と供述していることから判断すると、期間の特定はできないもの

の、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、適用事業所名簿によれば、Ａ社が厚生年金保険の適用事

業所に該当することとなったのは、昭和 37 年９月１日であり、申立期間①

においては厚生年金保険の適用事業所としての記録は確認できない上、上

記の複数の同僚のうち、申立期間①の後に申立事業所において社会保険事

務を担当していたとする者は、「昭和 37 年に私が入社した後、社長に社会

保険に加入するよう要請したところ、同要請が聞き入れられ、すぐに社会

保険の加入手続を行った。」と供述しているところ、前述の被保険者原票

によれば、上記の複数の同僚の厚生年金保険被保険者資格の取得日は、同



  

社が厚生年金保険の適用事業所に該当することになった昭和 37 年９月１日

であることが確認できる。 

また、前述の適用事業所名簿によれば、Ａ社は、既に厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなっている上、当時の事業主は既に死亡しており、

上記の複数の同僚からも申立人の厚生年金保険の加入状況等についての供

述を得ることができないことから、申立人の申立期間①における厚生年金

保険料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得ることができな

い。 

 

２ 申立期間②については、Ｂ社が保管する社員名簿、運転士名簿及び失業保

険名簿の記録により、申立人は、申立期間②の一部を含む昭和 45 年 11 月

16 日から 47 年６月 30 日までの期間及び同年 10 月１日から 50 年１月 31 日

までの期間に同社に勤務していることが確認できる上、この記録は雇用保

険の被保険者記録ともおおむね符合していることから判断すると、少なく

とも申立期間②のうち 45 年 11 月 16 日から 47 年６月 30 日までの期間及び

同年 10 月１日から 49 年５月までの期間において、申立人が同社に勤務し

ていたことは確認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、「申立期間②当時、雇用保険と厚生年金保険の

被保険者資格の取得届を同時に届け出ていたとは限らず、社会保険の加入

を希望しない従業員も多かった。」と回答している上、Ｂ社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿により厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きる複数の者のうち、自身が社会保険事務を担当していたとする者は、

「当時、運転士として勤務していた従業員の多くは厚生年金保険に加入し

ていなかった。従業員は皆若くて、将来の年金のことは考えていなかった

のではないかと思う。」と供述していることから判断すると、当時、申立

事業所では、全ての従業員について必ずしも厚生年金保険に加入させてい

たとは限らない事情がうかがえる。 

また、前述の被保険者名簿では、申立人の申立期間②における厚生年金

保険の被保険者記録は確認できない上、Ｂ社は、申立期間②中の昭和 48 年

４月１日にＣ厚生年金基金に加入しているものの、申立人の当該基金に係

る加入員記録も確認できない。 

さらに、Ｂ社は、「厚生年金保険料の控除について根拠となる関連資料

が保管されておらず、不明である。」と回答している上、前述の複数の者

からも申立人の厚生年金保険の加入等についての具体的な供述を得ること

ができないことから、申立人の申立期間②における厚生年金保険の加入状

況及び厚生年金保険料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得

ることができない。 

 



  

３ 申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人の

申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


